
健康保険法

過去問題集の使い方
平成25年度～令和４年度の問題は類似出題でもすべて掲載しています。

分野別・条文別に編集
分野別・条文別に編集してあるので、自分が理解できているかの確認が可能
です。

法改正に完全対応
法改正に完全対応しています！

難易度をランク分け
□□□　確実に押さえたいテーマ
□□　　余裕があれば押さえる
□　　　参考程度に見ておく

一問一答形式
一問一答形式に分解して編集されており、どの条文からどれくらい出題され
ているのかがわかり、試験傾向をつかめます。

記述式で問題を掲載
選択式については、記述式で問題を掲載。各法律の最終ページに10年分を掲載。
選択式・択一式問題共に、条文そのままの出題で、かつ過去に選択式で出題
されたことのある問題は解説ページにて選択式の出題年度を枠で囲んでいま
す。選択式で狙われやすい条文を確認できます。
例：

解答・解説
解説ではキーワードを赤字にしています。
出題ポイントを的確に把握できているか確認することができます。

令和４年度選択式【Ｂ】
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 目的、被保険者、適用事業所

§1 目　的

目　的［１条］
□□□ 【問 】 健康保険法は、大正11年に制定され、同時に施行された日本で最初の社会保

険に関する法である。

□□□ 【問 】 被保険者が副業として行う請負業務中に負傷した場合等、労働者災害補償保
険の給付を受けることのできない業務上の傷病等については、原則として健康保険の給
付が行われる。

□□□ 【問 】 健康保険法は、業務災害以外の事由による疾病、負傷、死亡、出産を対象と
しているが、業務上の傷病として労働基準監督署に認定を申請中の未決定期間は、一応
業務災害以外の傷病として健康保険から給付を行い、最終的に業務上の傷病と認定され
た場合には、さかのぼって給付相当額の返還が行われる。

　　□ 【問 】 被保険者又は被扶養者の業務災害（労災保険法第７条第１項第１号に規定す
る、労働者の業務上の負傷、疾病等をいう。）については健康保険法に基づく保険給付
の対象外であり、労災保険法に規定する業務災害に係る請求が行われている場合には、
健康保険の保険給付の申請はできない。

健康保険制度の在り方［２条］
□□□ 【問 】 健康保険制度は、高齢化の進展、疾病構造の変化、社会経済情勢の変化等に

対応し、その他の医療保険制度及び後期高齢者医療制度並びにこれらに密接に関連する
制度と併せて５年ごとに検討が加えられることになっている。

　□□ 【問 】 政府は、健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号）の施行
後５年を目途として、この法律の施行の状況等を勘案し、この法律による改正後の高齢
者の医療の確保に関する法律の規定に基づく規制の在り方について検討を加え、必要が
あると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずることになっている。

目的、被保険者、適用事業所
Chapter

1
問題

1

2

3

4

5

6
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 目的、被保険者、適用事業所

§1 目　的

目　的［１条］
【問 】 （平成21年度　　問１－Ａ）
×　　　健保法附則１条
健康保険法は大正11年に制定されたが、保険給付及び費用の負担に関する規定は、「昭和２年」から
施行された。

【問 】 （平成28年度　　問５－Ｄ）
○　　　健保法１条　平成25年事務連絡
設問のとおり。健康保険は、（労災保険法に規定する）業務災害以外の疾病等について保険給付を行
うこととし、基本的に、労災保険から給付が行われない場合には、健康保険の給付の対象とする。

【問 】 （平成21年度　　問１－Ｂ改）
×　　　昭和28年保文発2014号
業務上の傷病として労働基準局に認定を申請中の未決定期間は、一応業務上の取扱いをし、最終的に
業務上の傷病でないと認定され、更に健康保険による業務災害以外と認定された場合には、さかのぼ
って療養費、傷病手当金等の給付を行う。

【問 】 （令和４年度　　問１－Ａ）
×　　　健保法１条　昭和28年保文発2014号
健康保険の保険者においては、保険給付の時効期間（２年間）を考慮し、労災保険給付の請求が行わ
れている場合であっても、「健康保険給付の申請が可能である」ことを被保険者等に対して周知する
などの十分な配慮を行うこととされている。

健康保険制度の在り方［２条］
【問 】 （平成21年度　　問１－Ｃ）
×　　　健保法２条
その在り方に関して「５年ごと」ではなく、「常に」検討が加えられ、その結果に基づき、医療保険
の運営の効率化、給付の内容及び費用の負担の適正化並びに国民が受ける医療の質の向上を総合的に
図りつつ、実施されなければならないことになっている。

【問 】 （平成21年度　　問１－Ｄ）
○　　　平成18年法附則２条１項
設問のとおり。なお、健保法２条では、高齢化の進展、疾病構造の変化、社会経済情勢の変化等に対応
し、その他の医療保険制度及び後期高齢者医療制度並びにこれらと密接に関連する制度と併せて、その
在り方に関して「常に」検討が加えられることとされている。

目的、被保険者、適用事業所
Chapter

1
解答
解説

1

2

3

4

5 平成30年度選択式【Ａ】

6



- 8 -

§2 被保険者

被保険者［３条１項］
□□□ 【問 】 労働者派遣事業を営む法人事業所に使用される無期雇用派遣労働者が別の法

人事業所に派遣された場合、当該派遣労働者はその派遣事業先への派遣期間にかかわら
ず、派遣元事業所の健康保険の適用を受ける。

　　□ 【問 】 短時間正社員の健康保険の適用については、①労働契約、就業規則及び給与
規定等に、短時間正社員に係る規定がある、②期間の定めのない労働契約が締結されて
いる、③給与規定等における、時間当たり基本給及び賞与・退職金等の算定方法等が同
一事業所に雇用されている同種フルタイムの正規型の労働者と同等である場合であっ
て、かつ、就労実態も当該諸規定に即したものとなっているといった就労形態、職務内
容等をもとに判断することとなっている。

□□□ 【問 】 被保険者（任意継続被保険者を除く。）は、①適用事業所に使用されるに至
った日、②その使用される事業所が適用事業所となった日、③適用除外に該当しなくな
った日のいずれかに該当した日から、被保険者の資格を取得するが、①の場合、試みに
使用される者については適用されない。

□□□ 【問 】 従業員が３人の任意適用事業所で従業員と同じような仕事に従事している個
人事業所の事業主は、健康保険の被保険者となることができる。

□□□ 【問 】 被保険者が、雇用又は使用される事業所の労働組合の専従役職員となりその
職務に従事するときは、従前の事業主との関係では被保険者資格を喪失し、労働組合に
雇用又は使用される者としてのみ被保険者となる。

□□□ 【問 】 被保険者が、その雇用又は使用されている事業所の労働組合（法人格を有し
ないものとする。）の専従者となっている場合は、当該専従者は、専従する労働組合が
適用事業所とならなくとも、従前の事業主との関係においては被保険者の資格を継続し
つつ、労働組合に雇用又は使用される者として被保険者となることができる。

□□□ 【問 】 日本国籍を有しない者が、法人経営である料理店で働く場合は、被保険者と
なることができない。

□□□ 【問 】 法人の理事、監事、取締役、代表社員等の法人役員は、事業主であり、法人
に使用される者としての被保険者の資格はない。

7　

8　

9　

10　

11　

12　

13　

14　
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§2 被保険者

被保険者［３条１項］
【問 】 （平成24年度　　問２－Ｂ改）
○　　　健保法３条１項　平成14年保保発0424001号
設問のとおり。設問の派遣労働者は、派遣元事業所の健康保険の適用を受けることになる。

【問 】 （平成24年度　　問２－Ｄ）
○　　　健保法３条１項　平成21年保保発0630001号
設問のとおり。なお、問題文中にある「当該諸規定に即したもの」は、「当該諸規定に則したもの」
の誤植と思われる。

【問 】 （平成22年度　　問10－Ｃ）
×　　　健保法３条１項　昭和26年保文発5177号
試みに使用される者も適用される。なお、試みに使用される者は、適用事業所に使用されるに至った
日から被保険者の資格を取得する。

【問 】 （平成29年度　　問５－Ｂ）
×　　　健保法３条１項　昭和24年保発74号
個人事業所の事業主は、被保険者となることができない。

【問 】 （平成25年度　　問９－Ａ）
○　　　健保法３条１項　昭和24年職発921号
設問のとおり。なお、設問の場合は労働組合から支払われる報酬を基に、報酬月額を算定し、標準報
酬月額が決定される。

【問 】 （令和３年度　　問５－Ｂ）
×　　　健保法３条１項　昭和24年職発921号
被保険者が、使用される事業所の労働組合の専従役職員となり、その職務に従事するときは、従前の
事業主との関係では被保険者資格を喪失し、当該労働組合に使用される者としてのみ被保険者となる。

【問 】 （平成18年度　　問１－Ａ）
×　　　健保法３条１項・３項　平成４年保険発38号・庁文発1244号
外国人であっても適法に就労し、適用事業所と実態的かつ常用的な使用関係のある被用者は、被保険
者となる。

【問 】 （平成22年度　　問６－Ｂ）（平成17年度　　問８－Ｄ類似出題）
×　　　健保法３条１項　昭和24年保発74号
法人から労働の対償として報酬を受けている者は、その法人に使用される者として、被保険者の資格
を取得する。一方、個人事業における事業主は、被保険者とならない。

7　
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□□□ 【問 】 法律によって組織された共済組合の組合員は、共済組合の組合員資格を有し
たまま健康保険の被保険者となることはない。

□□□ 【問 】 船員保険の被保険者及び疾病任意継続被保険者は、健康保険の被保険者にな
ることができない。

□□□ 【問 】 本人の希望があり、事業主がそれに同意した場合でも、２か月の期間を定め
て臨時に使用される者は、日雇特例被保険者となる場合を除き被保険者となることがで
きない。なお、当該定めた期間を超えて使用されることは見込まれていないものとす
る。

□□□ 【問 】 適用事業所に臨時に使用され、日々雇い入れられている者が、連続して１か
月間労務に服し、なお引き続き労務に服したときは一般の被保険者の資格を取得する。
この場合、当該事業所の公休日は、労務に服したものとみなされず、当該期間の計算か
ら除かれる。

参　考 【問 】 60日間の期間を定めて雇用される者が、その期間中に負傷し休業のまま引き
続き60日を超えて使用関係が存在し、負傷の治癒後に労務に服することが見込まれると
きは、61日目から被保険者の資格を取得する。

□□□ 【問 】 所在地が一定しない事業所に使用される者で、継続して６か月を超えて使用
される場合は、その使用される当初から被保険者になる。

□□□ 【問 】 季節的業務に使用される者が、当初４か月未満使用される予定であったが、
業務の都合により、継続して４か月以上使用されることになった場合には、そのときか
ら被保険者となる。

□□□ 【問 】 季節的業務に使用される者について、当初４か月以内の期間において使用さ
れる予定であったが業務の都合その他の事情により、継続して４か月を超えて使用され
た場合には使用された当初から一般の被保険者となる。

15　
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【問 】 （平成20年度　　問２－Ｃ）
×　　　健保法３条１項　200条
共済組合の組合員も健康保険の被保険者である。ただし、健康保険からの保険給付は行われず、また、
保険料も徴収されない。

【問 】 （平成18年度　　問１－Ｂ改）
×　　　健保法３条１項１号
船員保険の疾病任意継続被保険者については、健康保険の適用事業所に使用されることとなった場合、
健康保険の被保険者の資格を取得する。

【問 】 （平成23年度　　問１－Ａ改）
○　　　健保法３条１項２号ロ
設問のとおり。臨時に使用される者であって、“２か月以内の期間を定めて使用される者であって、
当該定めた期間を超えて使用されることが見込まれないもの”は、適用除外に該当するため、日雇特
例被保険者となる場合を除き、被保険者とならない。

【問 】 （平成27年度　　問１－Ａ）
×　　　健保法３条１項２号　昭和３年保理302号
１か月を超えて引き続き使用されるに至った場合には被保険者の資格を取得するが、この場合の公休
日は労務に服したものとみなされるため、当該期間の計算に含まれる。

【問 】 （平成22年度　　問５－Ａ）（平成19年度　　問１－Ｄ類似出題）
　　　　健保法３条１項２号　昭和５年保規344号
令和４年10月１日施行の改正で、健保法３条１項２号が見直され、被保険者資格の取得時期の解釈も
改められた。本問の問題文では、その判断が難しいので、参考問題とした。なお、本問のようなケー
スにおいて将来労務に服することができず、単に保険給付を受けさせるために使用関係を継続する場
合は、被保険者の資格を取得することはできないこととされている。

【問 】 （令和２年度　　問３－エ）
×　　　健保法３条１項３号
「所在地が一定しない事業所に使用される者」は、使用される期間にかかわらず被保険者とならない。

【問 】 （平成25年度　　問９－Ｄ）
×　　　健保法３条１項４号
季節的業務に使用される者であっても、当初から継続して４か月を超えて使用される場合に限って、
当初から被保険者となる。従って、設問のようにたまたま４か月を超えるに至ったとしても、被保険
者とはならない。

【問 】 （令和２年度　　問５－ウ）
×　　　健保法３条１項４号
季節的業務に使用される者は、当初から継続して４か月を超えて使用される場合でなければ、一般の
被保険者とはならない。
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□□□ 【問 】 臨時的事業の事業所に４月間使用される予定の者が、業務の都合により４月
を超えて使用されることとなった場合、４月を超えた日から被保険者となることができ
る。

□□□ 【問 】 国民健康保険組合の事業所に使用される者は、その数が５人以上であっても、
日雇特例被保険者となる場合を除き、被保険者となることはできない。

□□□ 【問 】 後期高齢者医療広域連合の区域内に住所を有する65歳以上75歳未満の健康保
険の被保険者又は被扶養者が寝たきり等になり、当該後期高齢者医療広域連合から政令
で定める程度の障害の状態にある旨の認定を受け後期高齢者医療の被保険者となった場
合、当該障害の状態にある旨の認定を受けた者は健康保険の被保険者又は被扶養者では
なくなる。

□□□ 【問 】 健康保険の被保険者が75歳に達したときは、健康保険の被保険者資格を有し
たまま後期高齢者医療の被保険者となる。

□□□ 【問 】 健康保険法における被保険者には、後期高齢者医療制度の被保険者が含まれ
ている。

□□□ 【問 】 国民健康保険組合の被保険者である者が、全国健康保険協会管掌健康保険の
適用事業所に使用されることとなった場合であっても、健康保険法第３条第１項第８号
の規定により健康保険の適用除外の申請をし、その承認を受けることにより、健康保険
の適用除外者となることができる。

短時間労働者に対する適用［平成24年法附則46条］
※ 本項目において短時間労働者とは、１週間の所定労働時間が同一の事業所に使用される通常の労働
者の１週間の所定労働時間の４分の３未満である者又は１か月間の所定労働日数が同一の事業所に
使用される通常の労働者の１か月間の所定労働日数の４分の３未満である者をいうものとする。

□□□ 【問 】 特定適用事業所とは、事業主が同一である１又は２以上の適用事業所であっ
て、当該１又は２以上の適用事業所に使用される特定労働者の総数が常時100人を超え
るものの各適用事業所のことをいう。
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【問 】 （平成18年度　　問１－Ｄ）
×　　　健保法３条１項５号　昭和18年保発905号
「臨時的事業の事業所に使用される者」は「当初から継続」して「６月を超えて」使用される予定で
ある場合は、当初から一般被保険者となるが、たまたま６月超の期間継続して雇用されたとしても一
般被保険者とはならない。そのため、４月超の期間使用されたとしても一般被保険者とはならない。

【問 】 （平成26年度　　問５－ア）
○　　　健保法３条１項６号
設問のとおり。国民健康保険組合の事業所に使用される者は、その者の人数にかかわらず被保険者と
ならない。

【問 】 （平成20年度　　問６－Ａ）
○　　　健保法３条１項７号　高齢者医療確保法50条
設問のとおり。後期高齢者医療の被保険者は健康保険の被保険者又は被扶養者とならない。

【問 】 （平成20年度　　問７－Ａ）
×　　　健保法３条１項７号　36条３号
後期高齢者医療の被保険者等は、健康保険の被保険者とはならない。

【問 】 （平成21年度　　問１－Ｅ）
×　　　健保法３条１項７号
後期高齢者医療の被保険者は健康保険法の被保険者とならない。

【問 】 （平成28年度　　問10－Ｄ）
○　　　健保法３条１項８号
設問のとおり。健康保険の被保険者でないことにより、国民健康保険の被保険者であるべき期間に限
り承認を受け、健康保険の適用除外者となることができる。

短時間労働者に対する適用［平成24年法附則46条］

【問 】 （平成29年度　　問９－ア改）
○　　　平成24年法附則46条
設問のとおり。なお、常時100人を超えるものとは、特定労働者（70歳未満の者のうち、適用除外の
いずれにも該当しないものであって、特定４分の３未満短時間労働者以外のものをいう。）の合計が、
１年間のうち６か月以上100人を超えることが見込まれる場合をいう。
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□□□ 【問 】 短時間労働者を使用する特定適用事業所の被保険者の総数（短時間労働者を
除く。）が常時100人以下になり、特定適用事業所の要件に該当しなくなった場合であっ
ても、事業主が所定の労働組合等の同意を得て、当該短時間労働者について適用除外の
規定の適用を受ける旨の申出をしないときは、当該短時間労働者の被保険者資格は喪失
しない。なお、短時間労働者とは、１週間の所定労働時間が同一の事業所に使用される
通常の労働者の１週間の所定労働時間の４分の３未満である者又は１か月間の所定労働
日数が同一の事業所に使用される通常の労働者の１か月間の所定労働日数の４分の３未
満である者のことをいう。

□□□ 【問 】 特定適用事業所に使用される短時間労働者の年収が130万円未満の場合、被保
険者になるか、被保険者になることなく被保険者である配偶者の被扶養者になるかを選
択することができる。

参　考 【問 】 特定適用事業所に使用される短時間労働者が、当初は継続して１年以上使用
されることが見込まれなかった場合であっても、その後において、継続して１年以上使
用されることが見込まれることとなったときは、その時点から継続して１年以上使用さ
れることが見込まれることとして取り扱う。

□□□ 【問 】 特定適用事業所に使用される短時間労働者について、健康保険法第３条第１
項第９号の規定によりその報酬が月額88,000円未満である場合には、被保険者になるこ
とができないが、この報酬とは、賃金、給料、俸給、手当、賞与その他いかなる名称で
あるかを問わず、労働者が労働の対償として受けるすべてのものをいう。

□□□ 【問 】 特定適用事業所に使用される短時間労働者の被保険者資格の取得の要件の１
つである、報酬の月額が88,000円以上であることの算定において、家族手当は報酬に含
めず、通勤手当は報酬に含めて算定する。なお、短時間労働者とは、１週間の所定労働
時間が同一の事業所に使用される通常の労働者の１週間の所定労働時間の４分の３未満
である者又は１か月間の所定労働日数が同一の事業所に使用される通常の労働者の１か
月間の所定労働日数の４分の３未満である者のことをいう。

　□□ 【問 】 同一の事業所に使用される通常の労働者の１日の所定労働時間が８時間であ
り、１週間の所定労働日数が５日、及び１か月の所定労働日数が20日である特定適用事
業所において、当該事業所における短時間労働者の１日の所定労働時間が６時間であり、
１週間の所定労働日数が３日、及び１か月の所定労働日数が12日の場合、当該短時間労
働者の１週間の所定労働時間は18時間となり、通常の労働者の１週間の所定労働時間と
１か月の所定労働日数のそれぞれ４分の３未満ではあるものの、１日の所定労働時間は
４分の３以上であるため、当該短時間労働者は被保険者として取り扱わなければならな
い。

30　

31　

32　

33　

34　

35　



- 15 -

【問 】 （平成30年度　　問８－イ改）
○　　　平成24年法附則46条２項
設問のとおり。なお、事業主が所定の労働組合等の同意を得て、当該短時間労働者について適用除外
の規定の適用を受ける旨〔＝適用拡大の適用を受けない旨〕の申し出をしたときは、当該短時間労働
者は、当該申出が受理された日の翌日に被保険者資格を喪失する。

【問 】 （平成29年度　　問９－イ）
×　　　健保法３条１項　平成24年法附則46条１項・12項
特定適用事業所に使用される短時間労働者であって、次の①～④のすべての要件に該当する場合は、
被保険者となるため、被扶養者になるかを選択することはできない。①１週間の所定労働時間が20時
間以上であること。②所定の方法で算定した報酬の月額が88,000円以上であること。③学生等でない
こと。

【問 】 （令和３年度　　問８－イ）
　　　　短時間労働者の適用拡大に係る年金機構Q&A集（問20）
令和４年10月１日から「継続して１年以上使用されることが見込まれること」は削除されたため、参
考問題として掲載した。

【問 】 （平成29年度　　問９－ウ）
×　　　健保則23条の４
適用を判断する「報酬」からは、最低賃金法において最低賃金に算入しないこととされているもの（臨
時に支払われる賃金、１月を超える期間ごとに支払われる賃金、所定労働時間を超える時間の労働に
対して支払われる賃金、所定労働日以外の日の労働に対して支払われる賃金、深夜労働に対して支払
われる賃金のうち通常の労働時間の賃金の計算額を超える部分、最低賃金において算入しないことを
定める賃金（精皆勤手当、通勤手当、家族手当））は除かれる。

【問 】 （平成30年度　　問８－エ）
×　　　健保法３条１項　健保則23条の４
報酬の月額が88,000円以上であることの算定においては、「通勤手当」も報酬には含まれない。

【問 】 （令和３年度　　問８－ア）
×　　　健保法３条９項
４分の３基準を満たさない短時間労働者が被保険者となるには、１週間の所定労働時間が20時間以
上であることが、必要である。設問の短時間労働者は、１週間の所定労働時間は18時間であるため、
被保険者として取り扱われない。なお、短時間労働者の被保険者としての取扱いについて、１日の所
定労働時間は比較対象とはならない。
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□□□ 【問 】 特定適用事業所に使用される短時間労働者について、１週間の所定労働時間
が20時間未満であるものの、事業主等に対する事情の聴取やタイムカード等の書類の確
認を行った結果、残業等を除いた基本となる実際の労働時間が直近２か月において週20
時間以上である場合で、今後も同様の状態が続くと見込まれるときは、当該所定労働時
間は週20時間以上であることとして取り扱われる。

　□□ 【問 】 特定適用事業所に使用される短時間労働者の被保険者資格の取得の要件の１
つである、１週間の所定労働時間が20時間以上であることの算定において、１週間の所
定労働時間が短期的かつ周期的に変動し、通常の週の所定労働時間が一通りでない場合
は、当該周期における１週間の所定労働時間の平均により算定された時間を１週間の所
定労働時間として算定することとされている。なお、短時間労働者とは、１週間の所定
労働時間が同一の事業所に使用される通常の労働者の１週間の所定労働時間の４分の３
未満である者又は１か月間の所定労働日数が同一の事業所に使用される通常の労働者の
１か月間の所定労働日数の４分の３未満である者のことをいう。

□□□ 【問 】 特定適用事業所に使用される短時間労働者の被保険者資格の取得の要件であ
る「１週間の所定労働時間が20時間以上であること」の算定において、短時間労働者の
所定労働時間が１か月の単位で定められ、特定の月の所定労働時間が例外的に長く又は
短く定められているときは、当該特定の月以外の通常の月の所定労働時間を12分の52で
除して得た時間を１週間の所定労働時間とする。

□□□ 【問 】 短時間労働者の被保険者資格の取得基準においては、卒業を予定されている
者であって適用事業所に使用されることとなっているもの、休学中の者及び定時制の課
程等に在学する者その他これらに準ずる者は、学生でないこととして取り扱うこととし
ているが、この場合の「その他これらに準ずる者」とは、事業主との雇用関係の有無に
かかわらず、事業主の命により又は事業主の承認を受け、大学院に在学する者（いわゆ
る社会人大学院生等）としている。

　□□ 【問 】 全国健康保険協会管掌健康保険の特定適用事業所に使用される短時間労働者
が被保険者としての要件を満たし、かつ、同時に健康保険組合管掌健康保険の特定適用
事業所に使用される短時間労働者の被保険者としての要件を満たした場合は、全国健康
保険協会が優先して、当該被保険者の健康保険を管掌する保険者となる。なお、短時間
労働者とは、１週間の所定労働時間が同一の事業所に使用される通常の労働者の１週間
の所定労働時間の４分の３未満である者又は１か月間の所定労働日数が同一の事業所に
使用される通常の労働者の１か月間の所定労働日数の４分の３未満である者のことをい
う。

被保険者の資格の取得［35条］
　□□ 【問 】 学生が卒業後の４月１日に就職する予定である適用事業所において、在学中

の同年３月１日から職業実習をし、事実上の就職と解される場合であっても、在学中で
あれば被保険者の資格を取得しない。

36　

37　

38　

39　

40　

41　



- 17 -

【問 】 （平成29年度　　問９－オ）
○　　　平成28年管管発0513第１号
設問のとおり。また、所定労働時間又は所定労働日数は４分の３基準を満たさないものの、事業主等
に対する事情の聴取やタイムカード等の書類の確認を行った結果、残業等を除いた基本となる実際の
労働時間又は労働日数が直近２月において４分の３基準を満たしている場合で、今後も同様の状態が
続くことが見込まれるときは、当該所定労働時間又は当該所定労働日数は４分の３基準を満たしてい
るものとして取り扱うこととされている。

【問 】 （平成30年度　　問８－ア）
○　　　 平成28年保保発0513第１号・年管管発0513第１号　短時間労働者に対する健康保険・厚生年

金保険の適用拡大Ｑ＆Ａ集（問15）
設問のとおり。たとえば４週５休制等のため、１週間の所定労働時間が短期的かつ周期的に変動し一
定ではない場合等は、当該周期における１週間の所定労働時間を平均し、算出することになる。

【問 】 （令和２年度　　問１－Ｄ）
○　　　短時間労働者に対する健康保険・厚生年金保険の適用拡大Ｑ＆Ａ集（問16）
設問のとおり。夏季休暇等のため夏季の特定の月の所定労働時間が例外的に短く定められている場合
や、繁忙期間中の特定の月の所定労働時間が例外的に長く定められている場合等は、当該特定の月以
外の通常の月の所定労働時間を12分の52で除して、１週間の所定労働時間を算出する。

【問 】 （令和３年度　　問４－オ）
×　　　健保法３条　健保則23条の６　平成28年保保発0513第１号
「事業主との雇用関係の有無にかかわらず」を「事業主との雇用関係を存続した上で」に直せば正し
い記述になる。

【問 】 （平成30年度　　問８－ウ）
×　　　健保法７条　健保則１条
設問の場合は、被保険者が全国健康保険協会か健康保険組合保険のいずれか一つを選択することにな
る。なお、被保険者資格の取得要件を満たすか否かについては、各事業所単位で判断を行うこととし
ており、２以上の事業所における月額賃金や労働時間等を合算することはしない。

被保険者の資格の取得［35条］
【問 】 （平成27年度　　問５－Ｂ）
×　　　健保法35条　昭和16年社発1580号
就職が決定したものが在学のまま就職先において職業実習をする場合、これは事実上の就職とも解さ
れるため、在学中であっても被保険者として取り扱われる。
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□□□ 【問 】 健康保険の適用事業所と技能養成工との関係が技能の養成のみを目的とする
ものではなく、稼働日数、労務報酬等からみて、実体的に使用関係が認められる場合
は、当該技能養成工は被保険者資格を取得する。

□□□ 【問 】 新たに使用されることとなった者が、当初から自宅待機とされた場合、雇用
契約が成立しており、かつ、休業手当が支払われるときには、その休業手当の支払の対
象となった日の初日に被保険者の資格を取得する。

□□□ 【問 】 適用事業所に新たに使用されることになったが、使用されるに至った日から
自宅待機とされた場合は、雇用契約が成立しており、かつ、休業手当が支払われるとき
には、その休業手当の支払いの対象となった日の初日に被保険者の資格を取得する。ま
た、当該資格取得時における標準報酬月額の決定については、現に支払われる休業手当
等に基づき決定し、その後、自宅待機が解消したときは、標準報酬月額の随時改定の対
象とする。

□□□ 【問 】 新たに適用事業所に使用されることになった者が、当初から自宅待機とされ
た場合の被保険者資格については、雇用契約が成立しており、かつ、休業手当が支払わ
れているときは、その休業手当の支払いの対象となった日の初日に被保険者の資格を取
得するものとされる。

□□□ 【問 】 適用事業所に期間の定めなく採用された者について、就業規則に２か月の試
用期間が定められている場合は、その間は被保険者とならず、試用期間を経過した日の
翌日から被保険者となる。

□□□ 【問 】 適用事業所に期間の定めなく採用された者は、採用当初の２か月が試用期間
として定められていた場合であっても、当該試用期間を経過した日から被保険者となる
のではなく、採用日に被保険者となる。

□□□ 【問 】 適用事業所に使用されるに至った日とは、事実上の使用関係の発生した日で
あり、事業所調査の際に資格取得届のもれが発見された場合は、すべて事実の日にさか
のぼって資格取得させるべきものである。

□□□ 【問 】 適用事業所に使用されるに至った日とは、事実上の使用関係の発生した日で
あるが、事業所調査の際に資格取得の届出もれが発見された場合は、調査の日を資格取
得日としなければならない。

　□□ 【問 】 実際には労務を提供せず労務の対償として報酬の支払いを受けていないにも
かかわらず、偽って被保険者の資格を取得した者が、保険給付を受けたときには、その
資格を取り消し、それまで受けた保険給付に要した費用を返還させることとされている。
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【問 】 （令和４年度　　問６－Ｄ）
○　　　健保法３条１項　昭和26年保文発4602号
設問のとおり。実体的に使用関係が認められる場合は、被保険者資格を取得させる。

【問 】 （平成26年度　　問７－Ｃ）
○　　　健保法35条　昭和50年保険発25号・庁保険発８号
設問のとおり。当初から自宅待機とされた場合の被保険者資格については、雇用契約が成立しており、
かつ、休業手当が支払われているときはその休業手当の支払の対象となった日の初日に取得すること
となる。

【問 】 （令和４年度　　問２－Ｂ）
○　　　健保法35条　昭和50年保険発25号・庁保険発８号
設問のとおり。なお、一時帰休中の者の被保険者資格については、労働基準法26条の規定に基づく休
業手当又は労働協約等に基づく報酬が支払われるときも、被保険者の資格は存続するものとされてい
る。

【問 】 （令和２年度　　問４－Ｅ）
○　　　健保法35条　昭和50年保険発25号・庁保険発８号
設問のとおり。資格取得日は、「事実上の使用関係が発生した日」とされ、設問の場合は「休業手当
の支払の対象となった日の初日」が資格取得日となる。

【問 】 （平成26年度　　問10－Ｄ）（平成16年度　　問５－Ａ類似出題）
×　　　健保法35条　昭和26年保文発5177号
設問の者は適用除外に該当しないため、雇い入れ当初より被保険者となる。

【問 】 （令和２年度　　問９－Ｅ）
○　　　健保法35条　昭和26年保文発5177号
設問のとおり。期間の定めなく採用された者は、試用期間の長さに関係なく、事業所に使用されるに
至った日から被保険者とする。

【問 】 （平成25年度　　問１－Ｄ）
○　　　健保法35条　昭和３年保発480号　昭和５年保規522号
設問のとおり。この事実上の使用関係が発生した日は、労務の提供、報酬の支払い等の有無により総
合的に判断されるため、雇用契約が締結された日と、被保険者資格を取得する日とは一致しないこと
がある。

【問 】 （平成30年度　　問10－Ｃ）
×　　　健保法35条　昭和３年保発480号　昭和５年保規522号
事業所調査の際に資格取得届のもれが発見された場合は、「すべて事実の日にさかのぼって資格取得
させるべきものである」とされている。

【問 】 （令和２年度　　問５－エ）
○　　　健保法35条　昭和26年保文発5255号
設問のとおり。なお、設問の者が、仮に保険料を納付していても、その資格は取り消され、保険給付
に要した費用を返還させることとされている。
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　□□ 【問 】 本社と支社がともに適用事業所であり、人事、労務及び給与の管理（以下本
問において「人事管理等」という。）を別に行っている会社において、本社における被
保険者が転勤により支社に異動しても、引き続きその者の人事管理等を本社で行ってい
る場合には、本社の被保険者として取り扱うことができる。

被保険者の資格の喪失［36条］
□□□ 【問 】 被保険者は、①死亡したとき、②事業所に使用されなくなったとき、③適用

除外に該当するに至ったとき、④任意適用事業所の任意適用の取消しの認可があったと
き、以上のいずれかに該当するに至った日の翌日から、被保険者の資格を喪失する。そ
の事実があった日に更に被保険者に該当するに至ったときも同様である。

□□□ 【問 】 労働者派遣事業の事業所に雇用される登録型派遣労働者が、派遣就業に係る
１つの雇用契約の終了後、１か月以内に同一の派遣元事業主のもとにおける派遣就業に
係る次回の雇用契約（１か月以上のものとする。）が確実に見込まれたため被保険者資
格を喪失しなかったが、その１か月以内に次回の雇用契約が締結されなかった場合には、
その雇用契約が締結されないことが確実となった日又は当該１か月を経過した日のいず
れか早い日をもって使用関係が終了したものとして、事業主に資格喪失届を提出する義
務が生じるものであって、派遣就業に係る雇用契約の終了時に遡って被保険者資格を喪
失させる必要はない。

　□□ 【問 】 労働者派遣事業の事業所に雇用される登録型派遣労働者が、派遣就業に係る
１つの雇用契約の終了後、１か月以内に次回の雇用契約が見込まれるため被保険者資格
を喪失しなかった場合において、前回の雇用契約終了後10日目に１か月以内に次回の雇
用契約が締結されないことが確実となったときは、前回の雇用契約終了後１か月を経過
した日の翌日に被保険者資格を喪失する。

□□□ 【問 】 同一の事業所においては、雇用契約上一旦退職した者が１日の空白もなく引
き続き再雇用された場合、退職金の支払いの有無又は身分関係若しくは職務内容の変更
の有無にかかわらず、その者の事実上の使用関係は中断することなく存続しているもの
であるから、被保険者の資格も継続するものであるが、60歳以上の者であって、退職後
継続して再雇用されるものについては、使用関係が一旦中断したものとみなし、当該事
業所の事業主は、被保険者資格喪失届及び被保険者資格取得届を提出することができる。

　□□ 【問 】 被保険者が解雇され（労働法規又は労働協約に違反することが明らかな場合
を除く。）、事業主から資格喪失届が提出された場合、労使双方の意見が対立し、当該解
雇について裁判が提起されたときにおいても、裁判において解雇無効が確定するまでの
間は、被保険者の資格を喪失したものとして取り扱われる。
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【問 】 （平成27年度　　問９－Ａ）
○　　　健保法34条　35条　平成18年庁保険発0315002号
設問のとおり。人事異動により勤務地が本社から支社になる場合であっても、その者の人事や給与等
の管理を引き続き本社で一括して行っているときは、本社の被保険者として取り扱うため、本社での
資格喪失届と支社での資格取得届の提出は不要となる。

被保険者の資格の喪失［36条］
【問 】 （平成22年度　　問８－Ｄ）
×　　　健保法36条
その事実があった日に更に被保険者の資格を取得したときは、「該当するに至った日（その日）」に資
格を喪失する。

【問 】 （令和３年度　　問８－エ）
○　　　健保法３条　平成14年保保発0424001号・庁保険発24号
設問のとおり。登録型派遣労働者について、１か月以内に次回の雇用契約が締結されなかった場合に
は、その雇用契約が締結されないことが確実となった日又は当該１か月を経過した日のいずれか早い
日をもって使用関係が終了したものとし、その使用関係終了日から５日以内に事業主は資格喪失届を
提出する義務が生じるものであって、派遣就業に係る雇用契約の終了時に遡って被保険者資格を喪失
させるものではない。

【問 】 （平成27年度　　問１－Ｂ改）（平成23年度　　問１－Ｂ類似出題）
×　　　健保法36条　平成14年保保発0424001号・庁保険発24号　平成27年保保発0930第９号
１か月以内に同一の派遣元事業主のもとで派遣就業に係る次回の雇用契約が締結されなかったとき
は、その雇用契約が締結されないことが確実となった日又は当該１か月を経過した日のいずれか早い
日をもって使用関係が終了したものとして取り扱うため、設問の場合には、前回の雇用契約終了後
10日目の翌日に被保険者資格を喪失する。

【問 】 （令和元年度　　問９－ウ）（平成18年度　問１－Ｅ、平成24年度　問８－Ｃ類似出題）
○　　　健保法35条　36条　平成25年保保発0125第１号
設問のとおり。なお、特別支給の老齢厚生年金の受給権者であるか否かは要件ではない。

【問 】 （平成27年度　　問５－Ｄ）
○　　　健保法36条　昭和25年保文発68号
設問のとおり。被保険者が解雇され、当該解雇について係争中の場合であっても、事業主から資格喪
失届が提出されたときは、一応資格を喪失したものとして、当該喪失届を受理し、被保険者証の回収
等の手続を行う。
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任意継続被保険者［３条４項、37条、38条］
〈資格取得要件〉
□□□ 【問 】 任意継続被保険者の申出は、被保険者の資格を喪失した日から20日以内にし

なければならず、保険者は、いかなる理由がある場合においても、この期間を経過した
後の申出は受理することができない。

□□□ 【問 】 任意継続被保険者の資格取得の申出は、被保険者の資格を喪失した日から20
日以内にしなければならないが、保険者は、正当な理由があると認めるときは、この期
間を経過した後の申出であっても受理することができる。なお、判例によると「法律の
不知」によるという主張は、この場合の正当な理由にあたらないものと解されている。

□□□ 【問 】 適用事業所に使用されなくなったため、被保険者（日雇特例被保険者を除く。）
の資格を喪失した者であって、喪失の日の前日まで継続して２か月以上被保険者（日雇
特例被保険者、任意継続被保険者、特例退職被保険者又は共済組合の組合員である被保
険者を除く。）であった者は、保険者に申し出て、任意継続被保険者になることができる。
ただし、船員保険の被保険者又は後期高齢者医療の被保険者等である者は任意継続被保
険者となることができない。

　□□ 【問 】 任意継続被保険者となるためには、被保険者の資格喪失の日の前日まで継続
して２か月以上被保険者（日雇特例被保険者、任意継続被保険者、特例退職被保険者又
は共済組合の組合員である被保険者を除く。）でなければならず、任意継続被保険者に
関する保険料は、任意継続被保険者となった月から算定する。

□□□ 【問 】 任意継続被保険者になるには、①適用事業所に使用されなくなったため、ま
たは適用除外に該当するに至ったため被保険者の資格を喪失した者であること、②喪失
の日の前日まで継続して２か月以上被保険者であったこと、③被保険者の資格を喪失し
た日から２週間以内に保険者に申し出なければならないこと、④船員保険の被保険者ま
たは後期高齢者医療の被保険者等でない者であること、以上の要件を満たさなければな
らない。

□□□ 【問 】 被保険者資格喪失の前日まで継続して２月以上任意包括被保険者であった者
が、任意包括脱退により資格を喪失した場合、任意継続被保険者となることができる。

□□□ 【問 】 被保険者の１週間の所定労働時間の減少により資格喪失した者が、事業所を
退職することなく引き続き労働者として就労している場合には、任意継続被保険者にな
ることが一切できない。
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任意継続被保険者［３条４項、37条、38条］
〈資格取得要件〉
【問 】 （令和２年度　　問５－イ）
×　　　健保法３条４項　37条
保険者が、「正当な理由（天災地変、交通、通信関係のストライキ等）があると認めたとき」は、被
保険者の資格を喪失した日から20日を経過した後の申出であっても受理することができる。

【問 】 （平成25年度　　問１－Ｂ）
○　　　健保法37条１項　昭和24年保文発1400号
設問のとおり。正当な理由とは、天変地異、交通、通信関係のスト等により法定期間内に届出ができ
なかった場合をいう。

【問 】 （平成28年度　　問６－Ｂ）（平成16年度　　問９－Ａ類似出題）
○　　　健保法３条４項　健保法附則３条６項
設問のとおり。なお、任意継続被保険者となる時期は、被保険者資格を喪失した日である。

【問 】 （令和４年度　　問２－Ｄ）
○　　　健保法３条４項　157条
設問のとおり。なお、他の要件として「適用事業所に使用されなくなったため、又は適用除外に該当
したため被保険者の資格を喪失したものであること」「資格喪失の日から20日以内に申し出ること」
「船員保険の被保険者又は後期高齢者医療の被保険者等でないこと」がある。

【問 】 （平成22年度　　問９－Ａ）
×　　　健保法３条４項　37条１項
③は、被保険者の資格を喪失した日から「２週間以内」ではなく、「20日以内」に保険者に申し出な
ければならない。

【問 】 （平成18年度　　問１－Ｃ）（平成15年度　　問２－Ｄ類似出題）
×　　　健保法３条４項　昭和３年保理2059号
任意包括被保険者（任意適用事業所に使用される被保険者）が任意包括脱退（適用取消しの認可を受
けたこと）により資格を喪失した者は、任意継続被保険者にはなれない。

【問 】 （令和元年度　　問９－ア）
×　　　健保法３条４項
適用除外事由に該当するに至ったため被保険者の資格を喪失した者は、他の要件を満たせば、任意継
続被保険者になることができる。
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〈任意継続被保険者の資格喪失〉
□□□ 【問 】 任意継続被保険者の資格取得の申出は、被保険者の資格を喪失した日から20

日以内にしなければならない。なお、その申出をした者が、初めて納付すべき保険料を
その納付期日までに納付しなかったときは、その納付の遅延について正当な理由がある
と保険者が認めない限り、任意継続被保険者とならなかったものとみなす。

□□□ 【問 】 任意継続被保険者の申出をした者が、初めて納付すべき保険料をその納付期
日までに納付しなかったときは、いかなる理由があろうとも、その者は、任意継続被保
険者とならなかったものとみなされる。

□□□ 【問 】 任意継続被保険者が、保険料（初めて納付すべき保険料を除く。）を納付期
日までに納付しなかったときは、納付の遅延について正当な理由があると保険者が認め
た場合を除き、督促状により指定する期限の翌日にその資格を喪失する。

□□□ 【問 】 任意継続被保険者に関する保険料の納付期日は、初めて納付すべき保険料を
除いてはその月の10日とされている。任意継続被保険者が初めて納付すべき保険料を除
き、保険料を納付期日までに納めなかった場合は、納付の遅延について正当な理由があ
ると保険者が認めたときを除き、その翌日に任意継続被保険者の資格を喪失する。

□□□ 【問 】 任意継続被保険者は、①任意継続被保険者となった日から起算して２年を経
過したとき、②死亡したとき、③保険料を納付期日までに納付しなかったとき（納付の
遅延について正当な理由があると保険者が認めたときを除く。）、④被保険者となったと
き、⑤船員保険の被保険者となったとき、⑥後期高齢者医療の被保険者等となったとき
のいずれかに該当するに至ったとき、⑦任意継続被保険者でなくなることを希望する旨
を、厚生労働省令で定めるところにより、保険者に申し出た場合において、その申出が
受理された日の属する月の末日が到来したときは、その日からその資格を喪失する。

□□□ 【問 】 任意継続被保険者が75歳に達し、後期高齢者医療の被保険者になる要件を満
たしたとしても、任意継続被保険者となった日から起算して２年を経過していない場合
は、任意継続被保険者の資格が継続するため、後期高齢者医療の被保険者になることは
できない。

□□□ 【問 】 任意継続被保険者は、後期高齢者医療の被保険者となった日の翌日からその
資格を喪失する。

□□□ 【問 】 任意継続被保険者が船員保険の被保険者になったときは、船員保険の被保険
者となった日の翌日に任意継続被保険者の資格を喪失する。
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〈任意継続被保険者の資格喪失〉
【問 】 （平成23年度　　問１－Ｅ）
○　　　健保法37条１項・２項
設問のとおり。なお、任意継続被保険者が保険料（初めて納付すべき保険料を除く。）を納付期日ま
でに納付しなかったときは、その日の翌日に被保険者の資格を喪失する。

【問 】 （令和３年度　　問５－Ｅ）
×　　　健保法37条２項
「いかなる理由があろうとも」を「納付の遅延について正当な理由があると保険者が認めたときを除き」
に直せば正しい記述になる。

【問 】 （平成27年度　　問５－Ｅ）
×　　　健保法38条３号
「督促状により指定する期限の翌日」ではなく、保険料の「納付期日の翌日」に、任意継続被保険者
の資格を喪失する。

【問 】 （平成29年度　　問２－Ｅ）
○　　　健保法38条
設問のとおり。なお、初めて納付すべき保険料は、保険者が指定した日までに納付しなければならず、
初めて納付すべき保険料をその納付期日までに納付しなかったときは、任意継続被保険者とならなか
ったものとみなされる。

【問 】 （平成22年度　　問10－Ａ改）
×　　　健保法38条
①～③及び⑦のいずれかに該当したときは、「その翌日」から資格を喪失する。

【問 】 （平成30年度　　問10－Ｅ）
×　　　健保法38条６号
任意継続被保険者が、後期高齢者医療の被保険者となったときは、その日に、任意継続被保険者の資
格を喪失する。

【問 】 （平成26年度　　問７－Ｄ）
×　　　健保法38条
後期高齢者医療の被保険者となった「その日」に、任意継続被保険者の資格を喪失する。

【問 】 （平成19年度　　問１－Ｂ）
×　　　健保法38条５号
船員保険の被保険者となった日の翌日ではなく「船員保険の被保険者となった日」に任意継続被保険
者の資格を喪失する。
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　□□ 【問 】 ４月１日に任意継続被保険者となった女性が、健康保険の被保険者である男
性と同年10月１日に婚姻し、その女性が、夫の健康保険の被扶養者となる要件を満たし
た場合には、その日に任意継続被保険者の資格を喪失する。

□□□ 【問 】 任意継続被保険者が、健康保険の被保険者である家族の被扶養者となる要件
を満たした場合、任意継続被保険者の資格喪失の申出をすることにより被扶養者になる
ことができる。

特例退職被保険者［法附則３条］
□□□ 【問 】 特例退職被保険者の保険者は、全国健康保険協会及び特定健康保険組合であ

る。

□□□ 【問 】 特例退職被保険者の資格取得の申出は、健康保険組合において正当の理由が
あると認めるときを除き、特例退職被保険者になろうとする者に係る年金証書等が到達
した日の翌日（被用者年金給付の支給がその者の年齢を事由としてその全額について停
止された者については、その停止すべき事由が消滅した日の翌日）から起算して20日以
内にしなければならない。ただし、健康保険組合が新たに特定健康保険組合の認可を受
けた場合は、この限りではない。

□□□ 【問 】 特定健康保険組合の被保険者であった退職者（改正法13条の規定による改正
前の国民健康保険の退職被保険者になることができる者）が、特例退職被保険者となる
ことを特定健康保険組合に申し出た場合、その申出が受理された日の翌日から特例退職
被保険者の資格を取得する。

□□□ 【問 】 特例退職被保険者は、改正法第13条の規定による改正前の国民健康保険法に
規定する退職被保険者であるべき者に該当しなくなったときは、その日から、特例退職
被保険者の資格を喪失する。

□□□ 【問 】 特例退職被保険者は、保険料（初めて納付すべき保険料を除く。）を納付期限
までに納付しなかったとき（納付の遅延について正当な理由があると保険者が認めたと
きを除く。）は、その日の翌日に特例退職被保険者の資格を喪失するが、後期高齢者医
療制度の被保険者になったときは、その日に被保険者資格を喪失する。
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【問 】 （平成26年度　　問10－Ｃ）
×　　　健保法38条
任意継続被保険者の資格喪失事由に、「被保険者の被扶養者となる要件を満たしたとき」というのは
ない。

【問 】 （令和元年度　　問９－イ）
×　　　健保法38条
任意継続被保険者の資格喪失事由に、「被保険者の被扶養者となる要件を満たしたとき」というのも
のはない。なお、任意継続被保険者でなくなることを希望する旨を保険者に申し出た場合には、その
申出が受理された日の属する月の末日が到来したとき、その翌日に任意継続被保険者の資格を喪失す
るので、被扶養者となることは可能である。

特例退職被保険者［法附則３条］
【問 】 （平成15年度　　問１－Ｃ改）
×　　　健保法６条　健保法附則３条
特例退職被保険者は、「特定健康保険組合の組合員」である被保険者であった者であって、改正前の
国民健康保険の退職被保険者であるべきもののうち規約で定められたものが、特定健康保険組合に申
し出て被保険者となったものである。従って、全国健康保険協会管掌健康保険には、特例退職被保険
者は存在しない。

【問 】 （平成27年度　　問１－Ｃ）
×　　　健保法附則３条　健保則168条４項・５項
特例退職被保険者の資格取得の申出は、年金証書等が到達した日の翌日から起算して「３か月以内」
にしなければならない。なお、正当な理由があると認めるときは、期限後であっても受理することが
できる。

【問 】 （平成19年度　　問１－Ｅ改）
×　　　健保法附則３条３項
「申出が受理された日の翌日」ではなく「申出が受理された日」から特例退職被保険者の資格を取得
する。

【問 】 （平成15年度　　問２－Ｅ改）
×　　　健保法附則３条６項
改正前の国民健康保険の退職被保険者であるべき者に該当しなくなったときには、「その日から」で
はなく「その日の翌日から」資格を喪失する。なお、特例退職被保険者は、健康保険法の規定（38条
２号、４号、５号を除く。）の適用については、任意継続被保険者とみなされる。

【問 】 （平 成24年度　　問２－Ａ）（平成16年度　問５－Ｄ、平成21年度　問９－Ｂ類似出題）
○　　　健保法附則３条６項
設問のとおり。なお、改正前の国民健康保険法８条の２第１項に規定する退職被保険者であるべき者
に該当しなくなったときは、その日の翌日に特例退職被保険者の資格を喪失する。
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共済組合に関する特例［200条］
□□□ 【問 】 国に使用される被保険者であって、健康保険法の給付の種類及び程度以上で

ある共済組合の組合員であるものに対しては、同法による保険給付を行わない。

　□□ 【問 】 共済組合の給付の種類及び程度は、健康保険法の給付の種類及び程度以上で
あることを要する。

被保険者の資格の確認等［39条、49条、51条］
□□□ 【問 】 被保険者の資格の取得及び喪失は、健康保険組合の被保険者については当該

健康保険組合が、全国健康保険協会の被保険者については全国健康保険協会が、それぞ
れ確認することによってその効力を生ずるが、任意継続被保険者及び特例退職被保険者
の被保険者資格の得喪については保険者等の確認は行われない。

□□□ 【問 】 任意適用事業所の適用の取消しによる被保険者資格の喪失は、厚生労働大臣
の確認によって、その効力を生ずる。

□□□ 【問 】 任意適用事業所の適用の取消しによる被保険者の資格の喪失並びに任意継続
被保険者及び特例退職被保険者の資格の喪失の要件に該当した場合は、被保険者が保険
者等に資格喪失の届書を提出しなければならず、当該資格喪失の効力は、保険者等の確
認によって生ずる。

□□□ 【問 】 保険者等は被保険者の資格の取得及び喪失の確認又は標準報酬の決定若しく
は改定を行ったときは、当該被保険者に係る適用事業所の事業主にその旨を通知し、こ
の通知を受けた事業主は速やかにこれを被保険者又は被保険者であった者に通知しなけ
ればならない。

　□□ 【問 】 被保険者が被保険者資格の取得及び喪失について確認したいときは、いつで
も保険者等にその確認を請求することができる。保険者等は、その請求があった場合に
おいて、その請求に係る事実がないと認めるときは、その請求を却下しなければならな
い。
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共済組合に関する特例［200条］
【問 】 （令和元年度　　問３－Ａ）
○　　　健保法200条１項
設問のとおり。なお、共済組合の給付の種類及び程度は、健康保険法の給付の種類及び程度以上であ
ることが必要である。また、設問の規定により健康保険から保険給付を受けない者に関しては、保険
料を徴収しない。

【問 】 （平成15年度　　問１－Ｅ）
○　　　健保法200条２項
設問のとおり。国に使用される被保険者、地方公共団体の事務所に使用される被保険者又は法人に使
用される被保険者であって共済組合の組合員であるものに対しては、健康保険法による保険給付は行
わず、共済組合が健康保険事業を代行することになるが、この給付の種類及び程度は、健康保険法の
給付の種類及び程度以上であることを要する。

被保険者の資格の確認等［39条、49条、51条］
【問 】 （平成21年度　　問８－Ｂ）（平成16年度　　問５－Ｃ類似出題）
×　　　健保法39条１項
全国健康保険協会の被保険者の資格の取得及び喪失の確認については「厚生労働大臣」が行う。

【問 】 （平成26年度　　問７－Ｂ）
×　　　健保法39条１項
任意適用の取消の認可があったときは、取消に同意しなかった者を含めて当然に資格を喪失するため、
厚生労働大臣の確認は必要としない。

【問 】 （平成30年度　　問２－Ｃ）
×　　　健保法39条１項ただし書　健保法附則３条６項
複数の誤りがある。①任意適用事業所の適用の取消しによる被保険者の資格の喪失並びに任意継続被
保険者及び特例退職被保険者の資格の喪失は保険者等の確認は不要である。②任意適用事業所の適用
の取消しによる被保険者の資格の喪失については、「被保険者」ではなく「事業主」が保険者等に資
格喪失の届書を提出する。③任意継続被保険者及び特例退職被保険者の資格の喪失については、資格
喪失の届書の提出は不要である。

【問 】 （令和元年度　　問１－Ｂ）（平成23年度　　問５－Ｃ類似出題）
○　　　健保法49条１項・２項
設問のとおり。なお、事業主が、この規定に違反して通知をしないときは、６か月以下の懲役又は50
万円以下の罰金に処せられる。

【問 】 （平成22年度　　問７－Ｅ）
○　　　健保法51条
設問のとおり。なお、「被保険者であった者」も設問と同様にいつでも資格の取得及び喪失の確認を
することができる。
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　□□ 【問 】 被保険者資格の得喪は、事業主との使用関係の有無により決められるが、こ
の使用関係の有無を判断する場合には、画一的かつ客観的な処理の要請から、形式的な
雇用契約の有無によって判断される。なお、このように使用関係の有無を被保険者資格
得喪の要件とするが、その資格得喪の効力発生を保険者の確認を要すこととしており、
保険者等の確認があるまでは、資格の得喪の要件が備わってもその効力は発生しない。

□□□ 【問 】 被保険者（任意継続被保険者又は特例退職被保険者を除く。）の資格取得は、
保険者等の確認によってその効力を生ずることとなり、事業主が資格取得届を行う前に
生じた事故の場合については、遡って資格取得の確認が行われたとしても、保険事故と
して取り扱われることはない。

§3 被扶養者　

被扶養者［３条７項］
　□□ 【問 】 被保険者の直系尊属、配偶者、子、孫及び兄弟姉妹であって、日本国内に住

所を有し、主としてその被保険者により生計を維持するものは被扶養者となることがで
きるが、後期高齢者医療の被保険者である場合は被扶養者とならない。

□□□ 【問 】 日本国内に住所を有する被保険者の養父母が被扶養者になる場合は、生計維
持関係と同一世帯要件を満たすことが必要である。なお、後期高齢者医療の被保険者等
である者は除くものとする。

□□□ 【問 】 養子縁組をして養父母を被扶養者としている被保険者が、生家において実父
が死亡したため日本国内に住所を有する実母を扶養することとなった。この場合、実母
について被扶養者認定の申請があっても、養父母とあわせての被扶養者認定はされない。

□□□ 【問 】 被扶養者の収入の確認に当たり、被扶養者の年間収入は、被扶養者の過去の
収入、現時点の収入又は将来の収入の見込みなどから、今後１年間の収入を見込むもの
とされている。

□□□ 【問 】 被扶養者としての届出に係る者（以下「認定対象者」という。）が、日本国内
に住所を有し、被保険者と同一世帯に属している場合、当該認定対象者の年間収入が
130万円未満（認定対象者が60歳以上の者である場合又は概ね厚生年金保険法による障
害厚生年金の受給要件に該当する程度の障害者である場合にあっては180万円未満）で
あって、かつ、被保険者の年間収入を上回らない場合には、当該世帯の生計の状況を総
合的に勘案して、当該被保険者がその世帯の生計維持の中心的役割を果たしていると認
められるときは、被扶養者に該当する。
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【問 】 （平成22年度　　問10－Ｅ）
×　　　健保法35条　39条　昭和54年庁文発3081号　昭和25年保発20号
「形式的な雇用契約の有無」ではなく、「事実上の使用関係の有無」で判断される。

【問 】 （平成26年度　　問７－Ｅ）
×　　　健保法63条　昭和37年保文発10148号
事業主が資格取得の届出を行う前に生じた事故であっても、遡って資格取得の確認が行われれば、保
険事故として給付を行うことができる。

§3 被扶養者

被扶養者［３条７項］
【問 】 （平成28年度　　問10－Ａ改）
○　　　健保法３条７項
設問のとおり。被保険者の兄弟姉妹は、その被保険者と同一世帯に属していなくても、日本国内に住
所を有し、その被保険者により生計を維持されていれば被扶養者になる。

【問 】 （平成19年度　　問１－Ｃ改）
×　　　健保法３条７項　昭和32年保発123号
養父母は実父母と同じ扱いになるため、生計維持関係のみで被扶養者と認定される。

【問 】 （平成28年度　　問２－Ａ改）
×　　　健保法３条７項
「父母」とは、実父母及び養父母をいうので、養父母とあわせて実母についても被扶養者とすること
ができる。

【問 】 （令和３年度　　問８－オ）
○　　　健保法３条７項　令和２年４月10日事務連絡
設問のとおり。なお、今後１年間の収入を見込む際には、例えば、認定時（前回の確認時）には想定
していなかった事情により、一時的に収入が増加し、直近３か月の収入を年収に換算すると130万円
以上となる場合であっても、直ちに被扶養者認定を取消すのではなく、過去の課税証明書、給与明細
書、雇用契約書等と照らして、総合的に将来収入の見込みを判断することとされている。

【問 】 （令 和元年度　　問５－Ｃ改）（平成17年度　　問９－Ｄ類似出題）
○　　　昭和52年保発９号
設問のとおり。なお、認定対象者が、日本国内に住所を有し、被保険者と同一世帯に属している場合
の認定基準は、原則として、認定対象者の年間収入が130万円未満（認定対象者が60歳以上の者で
ある場合又は概ね厚生年金保険法による障害厚生年金の受給要件に該当する程度の障害者である場合
にあっては180万円未満）であって、かつ、被保険者の年間収入の２分の１未満であることとされ
ているが、その例外である。
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□□□ 【問 】 年収250万円の被保険者と同居している日本国内に住所を有する母（58歳であ
り障害者ではない。）は、年額100万円の遺族厚生年金を受給しながらパート労働してい
るが健康保険の被保険者にはなっていない。このとき、母のパート労働による給与の年
間収入額が120万円であった場合、母は当該被保険者の被扶養者になることができる。

□□□ 【問 】 被保険者の配偶者の日本国内に住所を有する63歳の母が、遺族厚生年金を150
万円受給しており、それ以外の収入が一切ない場合、被保険者がその額を超える仕送り
をしていれば、被保険者と別居していたとしても被保険者の被扶養者に該当する。

□□□ 【問 】 被保険者（外国に赴任したことがない被保険者とする。）の被扶養者である配
偶者に日本国外に居住し日本国籍を有しない父がいる場合、当該被保険者により生計を
維持している事実があると認められるときは、当該父は被扶養者として認定される。

□□□ 【問 】 被保険者と同一世帯に属しておらず、年間収入が150万円である日本国内に住
所を有する被保険者の父（65歳）が、被保険者から援助を受けている場合、原則として
その援助の額にかかわらず被扶養者に該当する。

□□□ 【問 】 日本国内に住所を有する被保険者の父が障害厚生年金の受給権者で被保険者
と同一世帯に属していない場合、その年間収入が150万円で、かつ、被保険者からの援
助額が年額100万円であるとき、被保険者の被扶養者に該当する。

□□□ 【問 】 日本国内に住所を有する被保険者の兄弟姉妹は、その被保険者と同一世帯に
属していなくても、その被保険者により生計を維持されていれば被扶養者になるが、日
本国内に住所を有する被保険者の配偶者の兄弟姉妹は、たとえ被保険者により生計維持
されていたとしても、その被保険者と同一世帯に属していなければ被扶養者になること
ができない。

□□□ 【問 】 日本国内に住所を有する被保険者の兄姉は、主として被保険者により生計を
維持している場合であっても、被保険者と同一世帯でなければ被扶養者とはならない。

□□□ 【問 】 被保険者と住居を共にしていた兄の配偶者で、現に障害者総合支援法に規定
する指定障害者支援施設に入所している者について被扶養者の届出があった場合、同一
世帯に属するとはいえないため、被扶養者とは認められない。

□□□ 【問 】 指定障害者支援施設に入所する被扶養者の認定に当たっては、当該施設への
入所は一時的な別居とはみなされず、その他の要件に欠けるところがなくとも、被扶養
者として認定されない。現に当該施設に入所している者の被扶養者の届出があった場合
についても、これに準じて取り扱う。
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【問 】 （平成27年度　　問８－Ｂ改）
×　　　健保法３条７項　平成５年保険発15号・庁保発４号
年収には年金収入も含まれるため、認定対象者の年収130万円以上となるため、被扶養者になること
はできない。

【問 】 （平成30年度　　問10－Ｂ改）
×　　　健保法３条７項
被保険者の配偶者の母は、その被保険者と同一世帯に属していなければ被扶養者になることができな
い。

【問 】 （令和２年度　　問３－オ）
×　　　健保法３条７項
被保険者の配偶者の父は、被保険者と同一の世帯に属していなければ、被扶養者と認定されない。

【問 】 （平成26年度　　問５－イ改）
×　　　健保法３条７項　平成５年保険発15号・庁保発４号
同一世帯にない場合、年収が130万円未満（設問の場合は60歳以上であるため180万円未満）で、かつ、
被保険者からの援助額より少ない場合に被扶養者となることができる。

【問 】 （平成22年度　　問９－Ｂ改）
×　　　健保法３条７項　平成５年保険発15号・庁保発４号
認定対象者が被保険者と同一世帯に属していない場合には、認定対象者の年間収入が、被保険者から
の仕送り額（援助額）より少ないことが必要である。

【問 】 （平成24年度　　問10－Ｂ改）
○　　　健保法３条７項１号・２号
平成28年10月１日から、被保険者の兄・姉を被扶養者とするために必要な要件から、同一世帯要件が
撤廃された。

【問 】 （平成29年度　　問２－Ｄ改）
×　　　健保法３条７項
被保険者の兄姉は、「主として被保険者により生計を維持していることのみ」を条件に被扶養者とな
ることができる。

【問 】 （平成25年度　　問５－Ｅ改）（平成16年度　　問９－Ｅ類似出題）
×　　　健保法３条７項　平成11年保険発24号・庁保険発４号
設問の者は、被扶養者として認められる。

【問 】 （令和３年度　　問５－Ｄ）
×　　　健保法３条７項　平成11年保険発24号・庁保険発４号
設問の場合は一時的な別居とみなされ、他の要件を満たせば被扶養者の認定を受けることができる。
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□□□ 【問 】 被保険者と別世帯にある被保険者の孫であっても、主として被保険者によっ
て生計を維持している者で、日本国内に住所を有するものは被扶養者とされる。

□□□ 【問 】 夫婦共同扶養の場合における被扶養者の認定については、夫婦とも被用者保
険の被保険者である場合には、被扶養者とすべき者の員数にかかわらず、健康保険被扶
養者（異動）届が出された日の属する年の前年分の年間収入の多い方の被扶養者とす
る。

□□□ 【問 】 共に全国健康保険協会管掌健康保険の被保険者である夫婦が共同して扶養し
ている者に係る被扶養者の認定においては、被扶養者とすべき者の人数にかかわらず、
年間収入の多い方の被扶養者とすることを原則とするが、夫婦双方の年間収入の差額が
年間収入の多い方の１割以内である場合は、被扶養者の地位の安定を図るため、届出に
より、主として生計を維持する者の被扶養者とする。

□□□ 【問 】 被保険者の配偶者の祖父母であっても、被保険者と同一の世帯に属し、主と
してその被保険者によって生計を維持している者で、日本国内に住所を有するものは被
扶養者とされる。なお、後期高齢者医療の被保険者等である者は除くものとする。

□□□ 【問 】 健康保険法の被扶養者には、被保険者の配偶者で届出をしていないが事実上
婚姻関係と同様の事情にあるものの父母及び子であって、日本国内に住所を有し、その
被保険者と同一の世帯に属し、主としてその被保険者により生計を維持するものを含む。

□□□ 【問 】 被保険者と届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある配偶者の
兄で、被保険者とは別の世帯に属しているが、日本国内に住所を有し、被保険者により
生計を維持する者は、被扶養者になることができる。

□□□ 【問 】 被保険者の配偶者で届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある
ものの父母及び子で、日本国内に住所を有するものであって、その被保険者と同一の世
帯に属し、主として被保険者により生計を維持されてきたものについて、その配偶者で
届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあるものが死亡した場合、引き続き
その被保険者と同一世帯に属し、主としてその被保険者によって生計を維持される当該
父母及び子は被扶養者に認定される。

□□□ 【問 】 被保険者の事実上の婚姻関係にある配偶者の養父母は、世帯は別にしていて
も主としてその被保険者によって生計が維持されていれば、被扶養者となる。
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【問 】 （平成17年度　　問９－Ｂ改）
○　　　健保法３条７項１号
設問にあるように、孫については、同一の世帯に属していることを要しない。ただし、ひ孫について
は、被保険者と同一の世帯に属していなければならない。

【問 】 （令和４年度　　問４－Ａ）
×　　　健保法３条７項　令和３年保保発0430第２号
「健康保険被扶養者（異動）届が出された日の属する年の前年分の年間収入の多い方」ではなく「被
保険者の年間収入（過去の収入、現時点の収入、将来の収入等から今後１年間の収入を見込んだも
の）が多い方」の被扶養者とすることとされている。

【問 】 （平成29年度　　問６－Ｃ改）（平成17年度　　問９－Ｅ類似出題）
○　　　昭和60年保険発66号　令和３年保保発0430第２号
設問のとおり。なお、年間収入とは、過去の収入、現時点の収入、将来の収入等から今後１年間の収
入を見込んだものとする。

【問 】 （平成17年度　　問９－Ｃ改）
○　　　 健保法３条７項２号
なお、「被保険者の配偶者の祖父母」については被保険者と同一の世帯に属していることが要件とな
るが、「被保険者本人の祖父母」については同一の世帯に属していることを要しない。

【問 】 （令和元年度　　問５－Ｂ改）（平成21年度　　問７－Ａ類似出題）
○　　　健保法３条７項３号
設問のとおり。なお、事実上婚姻関係と同様の事情にある配偶者の死亡後におけるその父母及び子で
あって、日本国内に住所を有し、引き続きその被保険者と同一の世帯に属し、主としてその被保険者
により生計を維持するものも被扶養者に該当する。

【問 】 （平成29年度　　問２－Ｃ改）
×　　　健保法３条７項
被保険者と届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある配偶者の兄は、被扶養者となるこ
とができない。

【問 】 （平成30年度　　問３－Ｅ改）（平成23年度　　問１－Ｄ類似出題）
○　　　健保法３条７項
設問のとおり。被保険者の配偶者で届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者の死亡
後におけるその父母及び子であって、引き続きその被保険者と同一の世帯に属し、主としてその被保
険者により生計を維持するものは被扶養者となることができる。

【問 】 （令和４年度　　問４－Ｂ）
×　　　健保法３条７項
「被保険者の事実上の婚姻関係にある配偶者の父母」（実父母も養父母も同じ）は、被保険者と「同一
の世帯」に属し、主としてその被保険者により生計を維持されていなければ、被扶養者となることは
できない。
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□□□ 【問 】 被保険者の配偶者で届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある
ものの祖父母で、日本国内に住所を有するものは、その被保険者と同一の世帯に属し、
主としてその被保険者により生計を維持する場合であっても、被扶養者とはならない。

□□□ 【問 】 被扶養者の要件として、被保険者と同一の世帯に属する者とは、被保険者と
住居及び家計を共同にする者をいい、同一の戸籍内にあることは必ずしも必要ではない
が、被保険者が世帯主でなければならない。

□□□ 【問 】 「被保険者と同一の世帯に属するもの」であることが被扶養者の要件となる
場合、この者は、被保険者と住居及び家計を共同にする者をいい、同一戸籍内にあるか
否かを問わず、被保険者が世帯主であることを必ずしも要しない。

　□□ 【問 】 被扶養者の認定において、被保険者が海外赴任することになり、被保険者の
両親が同行する場合、「家族帯同ビザ」の確認により当該両親が被扶養者に該当するか
判断することを基本とし、渡航先国で「家族帯同ビザ」の発行がない場合には、発行さ
れたビザが就労目的でないか、渡航が海外赴任に付随するものであるかを踏まえ、個別
に判断する。

§4 適用事業所

適用事業所［３条３項］
□□□ 【問 】 代表者が１人の法人の事業所であって、代表者以外に従業員を雇用していな

いものについては、適用事業所とはならない。

□□□ 【問 】 健康保険法では常時５人以上の従業員を使用している事業所を適用事業所と
しているが、事業所における従業員の員数の算定においては、当該事業所に常時雇用さ
れている者であっても、適用除外の規定によって被保険者とすることができない者は除
かれる。

□□□ 【問 】 健康保険法にいう保険医療機関は設置者や従業員数によって強制適用事業所
となりうるが、生活保護法にいう救護施設、障害者総合支援法にいう障害者支援施設は
強制適用事業となりえない。
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【問 】 （平成27年度　　問１－Ｄ改）
○　　　健保法３条７項
設問のとおり。内縁関係にある配偶者の祖父母は、同一世帯・生計維持関係にあっても被扶養者とは
ならない。

【問 】 （令和２年度　　問５－ア）
×　　　健保法３条７項　昭和27年保文発3533号
被保険者が世帯主である必要はない。なお、「同一の世帯に属する」とは、被保険者と住居及び家計
を共同にすることをいい、同一戸籍内にあることを必ずしも必要とせず、また、被保険者が必ずしも
世帯主であることも必要としない。

【問 】 （平成25年度　　問５－Ｃ）
○　　　健保法３条７項　昭和27年保文発3533号
設問のとおり。「同一の世帯に属するもの」とは、住居及び家計を共同にする者をいい、必ずしも戸
籍や住民票で確認できるものでなくてはならないわけではない。

【問 】 （令和２年度　　問９－Ａ）
○　　　健保法３条７項　令和元年保保発1113第１号
設問のとおり。「外国に赴任する被保険者に同行する者」については、「家族帯同ビザ」の確認により
判断することを基本とするが、渡航先国で「家族帯同ビザ」の発行がない場合には、発行されたビザ
が就労目的でないか、渡航が海外赴任に付随するものであるかを踏まえ、個別に判断する。

§4 適用事業所

適用事業所［３条３項］
【問 】 （令和元年度　　問４－ア）
×　　　健保法３条３項
設問の事業所は、適用事業所となる。

【問 】 （平成24年度　　問２－Ｃ）
×　　　健保法３条３項　昭和18年保発905号
事業所における従業員の員数の算定においては、その事業所に常時使用されるすべての者（適用除外
者も含む。）について計算する。

【問 】 （平成17年度　　問２－Ｄ改）
×　　　健保法３条３項２号
設問の救護施設や障害者支援施設は適用業種の事業（社会福祉事業）に該当するため、所定の要件を
満たした場合には強制適用事業となる。
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任意適用事業所・任意適用事業所の被保険者［31条～33条］
□□□ 【問 】 常時10人の従業員を使用している個人経営の飲食業の事業所は強制適用事業

所とはならないが、常時３人の従業員を使用している法人である土木、建築等の事業所
は強制適用事業所となる。

□□□ 【問 】 適用事業所には強制適用事業所と任意適用事業所があり、前者は法定17業種
の事業所であって、常時５人以上の従業員を使用するもの、もしくは国、地方公共団体
または法人の事業所であって、常時従業員を使用するものである。後者については、適
用事業所以外の事業所の事業主は、厚生労働大臣の認可を受けて、当該事業所を適用事
業所とすることができ、認可を受けようとするときは、当該事業所の事業主は、当該事
業所に使用される者（被保険者となるべき者に限る。）の３分の１以上の同意を得て、
厚生労働大臣に申請しなければならない。

　□□ 【問 】 全国健康保険協会管掌健康保険及び健康保険組合管掌健康保険について、適
用事業所以外の事業所の任意適用の申請に対する厚生労働大臣の認可の権限は、日本年
金機構に委任されている。

□□□ 【問 】 従業員が15人の個人経営の理髪店で、被保険者となるべき者の２分の１以上
が希望した場合には、事業主に速やかに適用事業所とするべき義務が生じる。

　□□ 【問 】 日本にある外国公館が雇用する日本人職員に対する健康保険の適用は、外国
公館が事業主として保険料の納付、資格の得喪に係る届出の提出等の諸義務を遵守する
旨の覚書が取り交わされていることを条件として任意適用が認められる。派遣国の官吏
又は武官ではない外国人（当該派遣国において社会保障の適用を受ける者を除く。）も
同様とする。

　□□ 【問 】 外国の在日大使館が健康保険法第31条第１項の規定に基づく任意適用の認可
を厚生労働大臣に申請したときは、当該大使館が健康保険法上の事業主となり、保険料
の納付、資格の得喪に係る届の提出等、健康保険法の事業主としての諸義務を遵守する
旨の覚書を取り交わされることを条件として、これが認可され、その使用する日本人並
びに派遣国官吏又は武官でない外国人（当該派遣国の健康保険に相当する保障を受ける
者を除く。）に健康保険法を適用して被保険者として取り扱われる。

〈任意適用の取消し〉
□□□ 【問 】 任意適用事業所に使用される者（被保険者である者に限る。）の４分の３以

上が事業主に対して任意適用取消しの申請を求めた場合には、事業主は当該申請を厚生
労働大臣に対して行わなければならない。
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任意適用事業所・任意適用事業所の被保険者［31条～33条］
【問 】 （平成23年度　　問１－Ｃ）
○　　　健保法３条３項
設問のとおり。任意適用業種については、個人経営の場合は、事業規模にかかわらず、強制適用事業
所とならない。一方、法人経営の場合には、業種・事業規模にかかわらず、強制適用事業所となる。

【問 】 （平成22年度　　問７－Ｃ改）
×　　　健保法31条
「３分の１以上」ではなく、「２分の１以上」の同意を得て、申請しなければならない。

【問 】 （平成30年度　　問４－Ｅ）
×　　　健保法31条　205条
設問の厚生労働大臣の認可の権限は、「地方厚生局長又は地方厚生支局長」に委任（健康保険組合管
掌健康保険は除く。）されている。日本年金機構に委任されるのは、一定の厚生労働大臣の権限に係
る事務である。

【問 】 （平成24年度　　問８－Ａ）
×　　　健保法３条３項　31条
理髪店は任意適用業種とされ、個人事業の場合は事業規模を問わず任意適用である。被保険者となる
べき者の２分の１以上が希望しても、適用事業所とするべき認可を申請する義務はない。

【問 】 （平成24年度　　問２－Ｅ）（平成15年度　　問２－Ｂ類似出題）
○　　　健保法31条　昭和30年保発123号の２
設問のとおり。なお、当該認可を受けたときは、日本人職員のほか、派遣国官吏や武官でない外国人
（当該派遣国において社会保障の適用を受ける者を除く。）は、原則として被保険者となる。

【問 】 （平成28年度　　問１－ウ）
○　　　健保法31条１項　昭和30年保発123号の２
設問のとおり。日本にある外国の大使館に勤務している者は、健康保険の強制適用の対象にはならな
いが、大使館が任意適用事業所として認可されると、健康保険の被保険者として取り扱われる。

〈任意適用の取消し〉
【問 】 （平成28年度　　問１－イ）
×　　　健保法33条
被保険者の４分の３以上が任意適用事業所の取消の申請を求めても、事業主は任意適用事業所の取消
の認可の申請を行う義務はない。
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□□□ 【問 】 任意適用事業所において被保険者の４分の３以上の申出があった場合、事業
主は当該事業所を適用事業所でなくするための認可の申請をしなければならない。

□□□ 【問 】 任意適用事業所の事業主は、厚生労働大臣の認可を受けて、当該事業所を適
用事業所でなくすることができる。事業主がこの申請を行うときは、健康保険任意適用
取消申請書に、被保険者の３分の２以上の同意を得たことを証する書類を添付しなけれ
ばならない。

〈擬制適用〉
□□□ 【問 】 適用事業所が、強制適用事業所の要件に該当しなくなり、任意適用の認可を

受けようとするときは、被保険者となるべき従業員の２分の１以上の同意を得たことを
証する書類を添付した任意適用申請書を提出しなければならない。

□□□ 【問 】 強制適用事業所が、健康保険法第３条第３項各号に定める強制適用事業所の
要件に該当しなくなったとき、被保険者の２分の１以上が希望した場合には、事業主は
厚生労働大臣に任意適用事業所の認可を申請しなければならない。
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【問 】 （令和２年度　　問10－Ｃ）
×　　　健保法33条
被保険者の４分の３以上が任意適用事業所の取消しを希望しても、事業主に当該申請を行う義務はな
い。

【問 】 （平成26年度　　問３－Ｄ）（平成17年度　問２－Ｅ、平成21年度　問２－Ｄ類似出題）
×　　　健保法33条２項
被保険者の「４分の３以上」の同意を得たことを証する書類を添付する必要がある。

〈擬制適用〉
【問 】 （平成17年度　　問２－Ａ）（平成15年度　　問２－Ｃ類似出題）
×　　　健保法32条
適用事業所が、強制適用事業所の要件に該当しなくなった場合には、その翌日に任意加入の認可があ
ったものとみなされるため、設問のような手続きは不要である。なお、この場合は当該事業所に使用
される者（被保険者である者に限る。）の４分の３以上の同意を得て、厚生労働大臣の認可を受けて、
当該事業所を適用事業所でなくすることができる。

【問 】 （平成27年度　　問５－Ａ）
×　　　健保法32条
強制適用事業所が要件に該当しなくなったときは、その翌日に任意適用事業所の認可があったとみな
されるため、設問のような手続きは不要である。
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